
生駒市条例第３４号 

 奈良県広域水道企業団への水道事業の統合に伴う関係条例の整理に関する条例

をここに公布する。 

  令和６年１２月１１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

奈良県広域水道企業団への水道事業の統合に伴う関係条例の整理に関する

条例 

（生駒市水道事業の設置等に関する条例等の廃止） 

第１条 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 生駒市水道事業の設置等に関する条例（昭和４３年２月生駒市条例第１

号） 

(2) 生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年２月生

駒市条例第２号） 

(3) 生駒市水道事業給水条例（昭和３５年１２月生駒市条例第３２号） 

(4) 生駒市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技

術管理者の資格基準に関する条例（平成２４年１２月生駒市条例第６０号） 

(5) 生駒市水道料金審議会条例（昭和５８年３月生駒市条例第１１号） 

（生駒市自治基本条例の一部改正） 

第２条 生駒市自治基本条例（平成２１年６月生駒市条例第２０号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第３号中「、固定資産評価審査委員会及び水道事業管理者」を「及び

固定資産評価審査委員会」に改める。 

（生駒市政治倫理条例の一部改正） 

第３条 生駒市政治倫理条例（平成２０年６月生駒市条例第２５号）の一部を次



のように改正する。 

第１条中「、教育長及び水道事業管理者」を「及び教育長」に改める。 

（生駒市行政手続条例の一部改正） 

第４条 生駒市行政手続条例（平成９年３月生駒市条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第１号中「及び地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１０

条に規定する管理規程」を削る。 

（生駒市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例の一部改正） 

第５条 生駒市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例（令和６年３月

生駒市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「、同法第１３８条の４第２項に規定する規則その他の規程

及び地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１０条に規定する管理規

程」を「及び同法第１３８条の４第２項に規定する規則その他の規程」に改め

る。 

（生駒市情報公開条例等の一部改正） 

第６条 次に掲げる条例の規定中「、水道事業管理者」を削る。 

(1) 生駒市情報公開条例（平成２０年９月生駒市条例第３１号）第２条第１

号 

(2) 生駒市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年１２月生駒市条

例第２６号）第２条第２項 

(3) 生駒市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年３月生駒市条例第

７号）第１２条第２項第３号 

(4) 生駒市パブリックコメント手続条例（平成１９年１２月生駒市条例第２

５号）第２条第２号 

（生駒市職員定数条例の一部改正） 



第７条 生駒市職員定数条例（昭和４２年４月生駒市条例第４号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「、監査委員及び水道」を「及び監査委員」に改める。 

第２条第１項の表中「５６０人」を「５９７人」に改め、同表水道の事務部

局の職員の項を削る。 

（生駒市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正） 

第８条 生駒市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成１

９年１２月生駒市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第５項並

びに地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３８条第４項」を「並び

に地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第５項」に改める。 

第８条の見出し中「給与条例等」を「給与条例」に改め、同条第１項を次の

ように改める。 

生駒市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年７月生駒市条例第

２３号。以下「給与条例」という｡)第３条から第４条まで、第７条、第７条

の２、第８条、第１０条から第１２条まで、第１４条の２及び第１６条の規

定は、特定任期付職員には適用しない。 

第８条第３項を削る。 

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される生駒市職員の処遇等に関する条例

の一部改正） 

第９条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される生駒市職員の処遇等に関する

条例（平成１１年３月生駒市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「企業職員である派遣職員及び」を削る。 

第８条（見出しを含む｡)中「企業職員又は」を削る。 

（公益的法人等への生駒市職員の派遣等に関する条例の一部改正） 



第１０条 公益的法人等への生駒市職員の派遣等に関する条例（平成１４年３月

生駒市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「企業職員である派遣職員及び」を削る。 

第５条中「企業職員である職員及び」を削る。 

第８条（見出しを含む｡)中「企業職員又は」を削る。 

第１５条中「企業職員である職員及び」を削る。 

（職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第１１条 職員の定年等に関する条例（昭和５９年４月生駒市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

第６条中「及び生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４

３年２月生駒市条例第２号）第１３条第１項」を削る。 

（生駒市の一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１２条 生駒市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年７月生駒市条

例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「及び地方公営企業に勤務する者」を削る。 

（生駒市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１３条 生駒市職員の退職手当に関する条例（昭和４７年１０月生駒市条例第

３０号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「企業職員及び」を削る。 

（生駒市プロポーザル審査委員会条例の一部改正） 

第１４条 生駒市プロポーザル審査委員会条例（平成２４年１０月生駒市条例第

３５号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「、教育委員会又は水道事業管理者」を「又は教育委員会」に改め

る。 

附 則 



（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（生駒市水道事業の設置等に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

２ 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定に

より作成する令和６年１０月１日から令和７年３月３１日までの水道事業の業

務の状況を説明する書類については、第１条第１号の規定による廃止前の生駒

市水道事業の設置等に関する条例第７条（予算の概要及び事業の経営方針に係

る部分を除く｡)の規定は、なおその効力を有する。この場合において、同条中

「管理者」とあるのは、「市長」とする。 

（生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

３ 第１条第２号の規定による廃止前の生駒市企業職員の給与の種類及び基準に

関する条例の規定により支給すべき給与については、なお従前の例による。 


